
平成２９年度

保安技術講習会

一般社団法人 島根県ＬＰガス協会



『ＬＰガス安全応援推進運動』
（島根県の平成２９年度実施目標）

Ⅰ．販売事業者に起因する事故防止対策

Ⅱ．お客様の不注意による事故防止対策

Ⅲ．自然災害対策

Ⅳ．その他の事故防止対策
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①マイコンメータ等

設置済戸数 うち期限切れ戸数

Ａ 業務用施設
（共同住宅と一般住宅以外）

13,101戸 (99.56%) 3戸 (0.02%)

Ｂ 共同住宅
（同一建築物内に3世帯以上入居する構造のもの）

46,962戸 (100%) 22戸 (0.05%)

Ｃ 一般住宅 125,017戸 (100%) 68戸 (0.05%)

Ｄ 合計 185,080戸 (99.97%) 93戸 (0.05%)

島根県内のマイコンメータ設置状況

（注）マイコンメータⅡ等の感震遮断装置のないガスメータが設置されている場合は､対震自動ガス遮断器との
組み合わせであれば「設置済」となります。また、対震自動ガス遮断器とガス漏れ警報器連動遮断装置との組
み合わせでも「設置済」となります。

計量法に違反した場合、６ヶ月以下の懲役若しくは５０万円以下の罰金に処せられます。
有効期間の過ぎたメーターは早急に交換をしてください。

平成２９年３月３１日現在全国（設置率：９９．６４％、期限切れ戸数：０．１１％）
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（注）閉栓先は除きます。
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島根県内のマイコンメータ設置状況（過去からの推移）
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島根県内のマイコンメータ期限切れ戸数の推移
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（注）閉栓先は除きます。 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

Ａ 業務用施設
（共同住宅と一般住宅以外）

１２戸 ３戸 ９戸 ３戸

Ｂ 共同住宅
（同一建築物内に3世帯以上入居する構造
のもの）

３７戸 ３３戸 ２０戸 ２２戸

Ｃ 一般住宅 １１８戸 １００戸 ８７戸 ６８戸

Ｄ 合計 １６７戸 １３６戸 １１６戸 ９３戸
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中国５県のマイコンメータ設置状況
（平成２９年３月末現在）

協会名

合計

⑩=①+④+⑦ ⑪=②+⑤+⑧ ⑪/⑩ ⑫ ⑫/⑪

消費者戸数 設置済戸数 設置率
⑪のうち期限切

れ戸数
期限切れ率

鳥取県 134,513 134,499 99.99% 14 0.01%

岡山県 463,834 463,591 99.95% 300 0.06%

島根県 185,139 185,080 99.97% 93 0.05%

広島県 493,751 493,483 99.95% 9 0.00%

山口県 321,749 321,710 99.99% 0 0.00%
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調整器

設置施設数
うち製造年から7年交換のﾀｲﾌﾟは7年

10年交換のﾀｲﾌﾟは10年経過した施設数

Ａ 業務用施設
（共同住宅と一般住宅以外）

11,915施設 97施設 (0.81%)

Ｂ 共同住宅
（同一建築物内に3世帯以上
入居する構造のもの）

6,976施設 64施設 (0.92%)

Ｃ 一般住宅 122,692施設 1,141施設 (0.93%)

Ｄ 合計 141,583施設 1,302施設 (0.92%)

島根県内の調整器設置状況

平成２９年３月３１日現在
全国の７年又は１０年経過した施設数：２．８１％
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島根県内の調整器７年又は１０年経過施設数の推移
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（注）閉栓先は除きます。 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

Ａ 業務用施設
（共同住宅と一般住宅以外）

241施設 204施設 170施設 97施設

Ｂ 共同住宅
（同一建築物内に3世帯以上入居する
構造のもの）

121施設 215施設 135施設 64施設

Ｃ 一般住宅 1,793施設 1,679施設 1,679施設 1,141施設

Ｄ 合計 2,155施設 2,098施設 1,984施設 1,302施設
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中国５県の調整器７年又は１０年経過施設数
（平成２９年３月末現在）

協会名

合 計

⑦=①+③+⑤ ⑧=②+④+⑥ ⑧/⑦

設置施設数
③うち製造年から7年又は10

年経過した施設数
7年又は10年経過率

鳥取県 98,838 2,434 2.46%

岡山県 303,361 15,850 5.22%

島根県 141,583 1,302 0.92%

広島県 317,571 9,650 3.04%

山口県 236,345 4,259 1.80%
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ＣＯ中毒事故防止対策状況（業務用厨房施設）

【業務用換気警報器（ＣＯ警報器含む）の設置率】
設置済戸数／業務用厨房施設数－設置不要戸数×１００＝４６．７％
※全国の業務用換気警報器（ＣＯ警報器含む）の設置率は４８．４３％

平成２９年３月３１日現在

施設数

① 業務用厨房施設 4,185施設

② ①のうち、法定周知以外の
周知を行った施設数（ガス機器
の正しい使い方、事故防止対策
等の周知）

3,307施設

③ ①のうち、業務用換気警報
器（ＣＯ警報器含む）を設置して
いる施設数

設置済 1,722施設

設置不要（屋外） 494施設

28.5%
32.6% 31.6%

36.7%

46.7%

72.7%

72.9%

68.9%

74.2%

79.0%

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

業務用換気警報器

設置率等の推移

法定周知以外の周知率

業務用換気警報器設置率
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※全国の法定周知以外の周知率は７３．７９％
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中国５県のＣＯ中毒事故防止対策状況
（平成２９年３月末現在）

協会名

① ② ②/① ③ ④ ④/(①-③)

業務用厨房施
設

①のうち法定
周知以外の周
知を行った施

設

周知実施率

①のうち業務
用換気警報器
等設置不要施
設（屋外）

①のうち業務
用換気警報器
等設置済施設

設置率

鳥取県 3,042 2,473 81.30% 102 1,058 35.99%

岡山県 8,553 7,216 84.37% 567 3,380 42.32%

島根県 4,185 3,307 79.02% 494 1,722 46.65%

広島県 10,569 7,293 69.00% 440 5,446 53.77%

山口県 6,513 5,048 77.51% 290 3,352 53.86%
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島根県内の安全装置の付いていない湯沸器の推移

ここでいう安全装置とは不完全燃焼防止装置をいいます。
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残り ２１６台
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島根県内の安全装置の付いていない風呂釜の推移

ここでいう安全装置とは不完全燃焼防止装置をいいます。
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残り ６１台
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支部名
湯沸器 風呂釜

開放式 ＣＦ式 ＦＥ式 計 ＣＦ式 ＦＥ式 計
安来 6 １ 36 43 2 0 2
松江 8 1 30 39 19 2 21
雲南 6 0 0 6 1 0 1
出雲 4 2 46 52 10 0 10
大田 4 0 3 7 1 0 1
邑智 15 0 0 15 10 0 10
江津 2 0 3 5 2 0 2
浜田 2 2 18 22 4 0 4
益田 9 4 3 16 4 0 4
島前 4 0 0 4 5 0 5
島後 0 0 7 7 1 0 1
合計 60 10 146 216 59 2 61

平成２９年３月３１日現在

島根県内の安全装置の付いていない燃焼器（支部別）
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中国５県の安全装置の付いていない燃焼器設置状況
（平成２９年３月末現在）

協会名

湯沸器 風呂釜

A B
C

ＦＥ式
①=A+B+C D E ②=D+E

③
排気筒

①+②+③
排気筒

開放式 ＣＦ式 ＦＥ式 湯沸器計 ＣＦ式 ＦＥ式 風呂釜計 排気筒 合 計

鳥取県 219 4 89 312 111 6 117 0 429

岡山県 146 13 82 241 87 4 91 6 338

島根県 60 10 146 216 59 2 61 12 289

広島県 188 18 286 492 52 6 58 1 551

山口県 50 23 114 187 78 2 80 5 272
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ガス栓カバー等の設置数（平成２８年３月３１日現在）

消費者戸数 設置必要戸数 設置済み戸数 設置個数

183,344戸 39,338戸 3,585戸 7,924個

16

消費者戸数 ガスコンロ設置戸数 ガスコンロ設置台数 内Ｓｉセンサーコンロ
設置台数

185,904戸 145,574戸 149,715台 85,155台

Ｓｉセンサーコンロ普及率 56.9 ％

総施設数 設置済み施設数 内ガス放出防止型
高圧ホース設置施設数

内ガス放出防止器
設置施設数

126,791施設 25,947施設 17,733施設 478施設

１．ガス栓カバーの設置数

２．Ｓｉセンサーコンロの設置数

３．ガス放出型高圧ホース・ガス放出防止器の設置数

ガス栓カバー等の設置数調査より



ガス栓カバー等の設置数（平成２９年３月３１日現在）

消費者戸数 設置必要戸数 設置済み戸数 設置個数

184,221戸 33,625戸 3,237戸 7,849個

184,979戸 49,713戸 33,738戸 55,683個
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消費者戸数 ガスコンロ設置戸数 ガスコンロ設置台数 内Ｓｉセンサーコンロ
設置台数

183,874戸 155,303戸 153,371台 89,811台

Ｓｉセンサーコンロ普及率 58.6 ％

総施設数 設置済み施設数 内ガス放出防止型
高圧ホース設置施設数

内ガス放出防止器
設置施設数

115,198施設 38,279施設 25,618施設 1,016施設

１．ガス栓カバーの設置数（上段：ガス栓カバー、下段：ゴムキャップ）

２．Ｓｉセンサーコンロの設置数

３．ガス放出型高圧ホース・ガス放出防止器の設置数

ガス栓カバー等の設置数調査より



自主保安活動チェックシート（Ⅰ保安方針）
項目 採点（28年度） 平均点（28年度）

１．保安体制・責任と権限の明確化

①保安確保の目標管理

計画
２点 ０点

1.7（1.6）
129(125) 24(33)

実行
２点 ０点

1.6（1.6）
124(125) 29(33)

検討・評価
２点 ０点

1.3（1.3）
99(105) 54(53)

２．安全機器等の設置の取組

①ガス漏れ警報器
設置推進

２点 ０点
1.7（1.7）

129(137) 24(21)

設置率
２点 １点 ０点

0.9（1.0）
39(43) 67(65) 47(50)

②漏洩検知装置

設置推進
２点 ０点

1.8（1.7）
134(138) 19(20)

設置率
２点 １点 ０点

1.5（1.5）
98(99) 31(35) 24(24)

③集中監視システムの導入

設置推進
３点 ０点

0.8（0.8）
62(66) 91(92)

設置率

３点 ２点

0.7（0.7）
12(13) 16(16)

１点 ０点

35(37) 90(92) 18



自主保安活動チェックシート（Ⅰ保安方針）

項目 採点（28年度） 平均点（28年度）

２．安全機器等の設置の取組

④安全装置付きガスコンロ
設置推進

１点 ０点
1.0（1.0）

146(156) 7(2)

⑤ガス漏れ警報器連動遮断装置
設置推進

２点 ０点
0.7（0.7）

52(54) 101(104)

⑥ガス栓カバー等 設置推進
２点 ０点

0.8（0.8）
62(61) 91(97)

３．予防保全（期限管理）

①調整器の定期交換 ３点 ０点
2.7（2.6）

140(136) 13(22)

②高低圧ホースの定期交換 ３点 ０点
2.7（2.6）

140(137) 13(21)

③定期交換の管理 ３点 ０点
2.8（2.7）

145(143) 8(15)

④老朽化設備・機器の一掃 ２点 ０点
1.6（1.8）

126(139) 27(19)
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自主保安活動チェックシート（Ⅱ保安管理体制）

項目 採点（28年度） 平均点（28年度）

１．保安教育・資格取得

①保安教育の実施

体制整備等
３点 ０点

2.6（2.6）
134(136) 19(22)

技術力向上指導
３点 ０点

2.1（2.0）
106(106) 47(52)

保安講習会参加
２点 ０点

1.9（1.9）
143(151) 10(7)

②従事者の資格取得状況

３点 ２点

2.6（2.5）
99(97) 49(53)

０点

5(8)

２．設備工事

配管図面の保管
３点 ０点

2.3（2.4）
119(125) 34(33)
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自主保安活動チェックシート（Ⅱ保安管理体制）

項目 採点（28年度） 平均点（28年度）

３．ＣＯ（一酸化炭素）中毒事故防止対策

①不完全燃焼防止装置が付いていない器具を使用して
いる消費者への保安啓発活動

２点 ０点
1.8（1.8）

141(145) 12(13)

②消費設備の保安啓発活動
２点 ０点

1.8（1.9）
140(150) 13(8)

③不完全燃焼防止装置の付いている燃焼器への交換
３点 ０点

2.3（2.3）
115(123) 38(35)

④業務用厨房施設への法定周知以外の周知
３点 ０点

1.9（2.0）
95(103) 58(55)

⑤業務用厨房施設への業務用換気警報器の設置
２点 ０点

0.9（0.9）
68(68) 85(90)

４．埋設管の管理

①経年埋設管の交換
２点 ０点

1.0（1.1）
80(90) 73(68)

②他工事業者による事故防止対策
２点 ０点

1.1（1.1）
81(86) 72(72)
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自主保安活動チェックシート（Ⅲ保安業務）

項目 採点（28年度） 平均点（28年度）

１．自主的な保安高度化の取組

①法定期間内における供給設備調査頻度
３点 １点 ０点

1.4（1.4）
56(61) 46(44) 51(53)

②法定期間内における消費設備調査頻度
３点 １点 ０点

1.3（1.3）
52(50) 49(53) 52(55)

③メータの異常表示の確認
２点 ０点

2.0（1.9）
150(152) 3(6)

④安全装置の有無の調査
３点 ０点

2.4（2.3）
122(127) 31(35)

２．消費者保安啓発活動

①消費者への保安啓発活動
３点 ０点

2.4（2.3）
123(123) 30(35)

②１０月の消費者保安月間における消費者への保安啓
発活動

２点 ０点
1.3（1.3）

96(106) 57(52)

③高齢者、障害者世帯等に対する特別な保安活動
３点 ０点

1.0（1.0）
52(54) 101(104)

④リコール対象品への対応
２点 ０点

1.6（1.7）
125(132) 28(26)

⑤長期使用製品安全点検制度への協力
２点 ０点

1.6（1.7）
123(136) 30(22)
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項目 採点（28年度） 平均点（28年度）

自然災害対策

①ガス放出防止型高圧ホース又はガ
ス放出防止器の設置

設置推進
２点 ０点

1.2（0.9）
94(74) 59(84)

設置率

３点 ２点

0.5（0.4）
6(5) 12(5)

１点 ０点

36(33) 99(115)

②容器への鎖又はベルトの２本取り付け
３点 ０点

1.3（1.2）
66(64) 87(94)

③防災訓練の実施又は参加
２点 ０点

1.5（1.6）
112(124) 41(34)

④災害マニュアル、災害対策指針等の整備等
２点 ０点

1.3（1.3）
99(99) 54(59)

自主保安活動チェックシート（Ⅳ自然災害対策）

23



自主保安活動チェックシート点数分布

島根県の平均点（平成２８年度：６６．９点、平成２９年度：６７．４点）
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独自の主な対策 平成２８年度計画 平成２８年度実績

Ⅰ．販売事業者に起因する事故防止対策

供給機器の期限管理

１．マイコンメータ 期限切れ個数０ ９３戸（0.05％）

２．調整器
７年又は１０年経過率

１％ 0.92％

Ⅱ．お客様の不注意による事故防止対策

業務用厨房施設の事故防止対策推進

１．換気警報器（ＣＯ警報器含む）の設置促進 設置率４０％ 46.70％

２．業務用厨房施設に対する法定周知以外の周知
の実施

全施設実施 79.0％

不完全燃焼防止装置の付いていない器具対策

１．不完全燃焼防止装置付き器具への交換促進 ５０台交換 ３７台交換

２．お客様への注意喚起 ２８０件チラシ配布 未調査

ガス栓カバーの設置促進（誤開放防止） ５０００個設置 ７，８４９個（累計）

Ｓｉセンサーコンロの普及拡大(コンロ火災撲滅） ６，５００台設置 ６，１１６台

Ⅲ．自然災害対策

ガス放出防止型高圧ホース・ガス放出防止器の設置
促進

３０００施設設置
３８，２７９施設

（累計）

雪害対策 該当地域でのチラシ配布 未調査

Ⅳ．その他の事故防止対策

自主保安活動チェックシート活用
１００％の提出と平均得

点７０点以上 ６６．９点
25



独自の主な対策 平成２９年度計画

Ⅰ．販売事業者に起因する事故防止対策

供給機器の期限管理

１．マイコンメータ 期限切れ個数０

２．調整器 ７年又は１０年経過率１％

Ⅱ．お客様の不注意による事故防止対策

業務用厨房施設の事故防止対策推進

１．換気警報器（ＣＯ警報器含む）の設置促進 設置率５０％

２．業務用厨房施設に対する法定周知以外の周知の実施 全施設実施

不完全燃焼防止装置の付いていない器具対策

１．不完全燃焼防止装置付き器具への交換促進 ５０台交換

２．お客様への注意喚起 ２８０件チラシ配布

ガス栓カバーの設置促進（誤開放防止） ５０００個設置

Ｓｉセンサーコンロの普及拡大(コンロ火災撲滅） ６，５００台設置

Ⅲ．自然災害対策

ガス放出防止型高圧ホース・ガス放出防止器の設置促進 ３０００施設設置

雪害対策 該当地域でのチラシ配布

Ⅳ．その他の事故防止対策

自主保安活動チェックシート活用
１００％の提出と平均得点

７０点以上
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28＊ （一社）日本ガス石油機器工業会調べ

○ 対象ガス機器の所有者票回収率の推移

（単位：％）
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○ パロマ半密閉式湯沸器（ＬＰガス用）の回収状況

30＊ パロマ調べ
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参考 該当製品の見分け方（パロマホームページより抜粋）



パロマ半密閉式湯沸器の回収報告

32

別紙１

送付先：（一社）島根県ＬＰガス協会

ＦＡＸ番号： ０８５２－２７－８０５０

供給開始時点検・調査、定期消費設備調査実施状況報告

（平成 年 月実施分）

平成 年 月 日

平成２０年８月２２日付けＮＩＳＡ－２７８ｂ－０８－０８により要請のあった標記の件について、下記のとおり報告し
ます。

事業者名：

（登録番号： ）

担当者名：

住 所：

連絡先（ＴＥＬ）：

連絡先（ＦＡＸ）：

参考：液化石油ガス販売消費者数 約 件

実施件数
（メーター先数）

左記件数のうち、点検前
空家・空室であった件数（新
築を除く）

点検・回収対象機器が見
つかった件数及び台数（台）

供給開始時点検・調査
（他社からの受託分を除く）

件 件 件 台

定期消費設備調査
（他社からの受託分を除く）

件 件 台

（注）

① 事業者単位で報告してください（支店、営業所の内訳は不要）

② 登録番号欄は、液化石油ガス販売事業者証の登録番号を記載し、番号の前に登録行政庁を記載してくださ
い。

③ 供給開始時点検・調査、定期消費設備調査件数については、自社の販売先に係る件数（保安機関に委託し
ている件数を含む）を記載してください。

④ 調査実施翌月の９日までに報告してください。

⑤ 点検・回収対象機器が発見された場合には、当該機器の使用禁止措置を講じるとともに、パロマ工業(株)に
速やかに連絡し、原子力安全・保安院並びに島根県消防防災課に対しても発見の都度別紙２の様式にて連絡し
てください。

パロマ半密閉式湯沸器に関する毎月
の報告は、平成２８年３月分をもって

終了いたします。

引き続き、該当機種を発見された場合
は、速やかにご報告をお願いします。



液石法及び関係政省令の運用及び解釈の改正
（平成２８年６月８日施行）

第１項ただし書中「所有者又は占有者の承諾を得ることができないとき」（ 以

下３ ．において「調査拒否」という。）の例としては、供給設備又は消費設備の点

検調査に係る訪問時に対面で拒否された場合のほか、消費設備の調査に係る

訪問時に不在であって、連絡票を入れたにもかかわらず連絡等がない場合が挙

げられる。この場合、調査又は再調査のために三回以上訪問したが、所有者又

は占有者から連絡等がない場合も、調査拒否と同様の取扱いとする。

なお、各都道府県知事は、保安機関に対して、一般消費者等にあらかじめ点

検調査の日時を連絡したり、一般消費者等の都合が良い調査日時を設定したり、

前回と別の曜日に再訪問を行うなど、訪問時に不在である確率を減らすよう指

導されたい。

33

法第３４条（保安機関の業務等）関係
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液石法施行規則の一部改正について
（平成２９年４月１日施行）

 消費設備調査等の頻度について

前回の点検・調査・周知（以下「点検等」といいます。）の日から次回の点

検等の日（基準日）前４月以内の期間に点検等を行った場合は、基準日に

点検等を行ったものとみなす。

 消費設備の再調査について

調査の結果、基準に適合しない場合、１年に１回以上消費者に通知する

とともに、その通知の日から１月を経過した日以後５月以内に、通知に係る

事項について調査を行うこと。

35

規則第３６条・第３７条（点検・調査の方法）関係



法第１４条書面交付時に注意する点

上記のことから液化石油ガス法第１４条及び同法施行規則第１３条の規定を満たし、

ガイドラインで求められた内容を確実に実施するためには、次の（１）から（３）の全ての

書面をお客様に交付するとともに「重要事項」を説明し、その証としてお客様から署名

等をもらうことが必要となります。

（１）法第１４条書面（「ＬＰガスご利用のお知らせ」＋「設備所有・保安業務実施者の通知書」）

（２）料金表等（料金表等への記載内容については上記の説明内容を参照ください。）

（３）消費設備配管の精算額の計算方法を記載した書面

※（３）は消費側配管の所有権が販売事業者にある場合に限ります。
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請求書等への記載内容について

お客様にＬＰガス料金その他お客様の負担になるものを請求する時は、その算定根

拠として次の内容を請求書等に記載することになります。

（１）ＬＰガスの使用量（㎥）

（２）基本料金の金額（円）

（３）従量料金の金額（円）

（４）従量料金の単価（円）

（５）設備利用料の金額（円）

（６）割引額（円）

（７）消費税（円） など

37



取引適正化指針（ガイドライン）について

 「標準的な料金メニュー等」を自社のホームページまたは店頭に公表す

る。（平成３０年２月２１日まで）

 法第１４条書面を交付する際に規則第１３条第５号から第９号の内容を

説明し書面に署名等をもらう。（後日説明でも可）

 料金を値上げするときはその料金が適用される１か月前までに、値下げ

または事前契約に基づき原料調整制度により料金を変更するときは、そ

の料金が適用される前までに変更後の販売価格と変更する理由を通知

する。

 お客様からの苦情等の記録簿を作成し処理状況を管理するとともに、苦

情等の受付窓口を設けるなどして必要な体制を整備する。
38



「Ｓｉセンサーコンロキャンペーン」の実施

 コンロ火災を撲滅することを目的にキャンペーンを実施します。

実施期間：平成２９年１０月１日（日）～平成２９年１２月３１日（日）

39

年 度
応募数

春 秋 合 計

平成24年度 633人（台） 1,016人（台） 1,649人（台）

平成25年度 723人（台） 1,215人（台） 1,938人（台）

平成26年度 521人（台） 979人（台） 1,500人（台）

平成27年度 － 797人（台） 797人（台）

平成28年度 － 958人（台） 958人（台）

合 計 1,877人（台） 4,965人（台） 6,842人（台）
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335
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156
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173

143
131 125

１９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年

コンロの種類別火災件数

ガスコンロ 電気コンロ その他

ガスコンロ火災の推移

「消防白書」より

※ガスコンロには「都市ガス」用も含まれています。
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給湯器ワンランクアップキャンペーン
【平成２９年９月１日（金）～平成２９年１１月３０日（木）】
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「平成２９年度情報伝達訓練」の実施について

１．実施日時：平成２９年１０月１８日（水）１０：００～１２：００

（１）安否確認等：１０：００～１０：３０

（２）現地災害対策本部設置：１０：３０～１１：００（支部事務局対応）

（３）被害状況の報告：１１：００～１２：００

２．訓練参加者：全会員事業所、支部事務局、島根県、その他関係団体

３．訓練内容：ＦＡＸ及び電子メールによる情報伝達訓練

水害発生後、自社従業員等の安否確認を行った後、自社及び消費者宅の被害状況
を、 別紙１「災害（地震・風水害・雪害）発生に伴う被害状況報告書」により所属支部事
務局にＦＡＸでお知らせください。

４．訓練における留意事項

今回の訓練では自社及び消費者宅に被害は全て無かったものとしてご報告ください。

42



「情報伝達訓練」のフロー図
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危険物運搬車両に対する指導取締り

45

みだしの指導取締りが本年も１１月１日から１１月３０日までの１ヶ月間、全国一斉に
実施されます。

ＬＰガス容器を運搬する際は、ＬＰガス販売店のみならず、消費者であっても高圧ガ
ス保安法第２３条の移動の基準を遵守しなければなりません。

会員の皆様におかれましては、社内での法令遵守の徹底はもちろんのこと、消費者の
皆様に対しても、この基準を遵守されるよう周知徹底をお願いいたします。

なお、携行品等の詳細については、当協会の会員専用ページ、又は平成１８年４月５
日発行の協会報第２７７号１５ページをご参照いただくか、高圧ガス保安法液化石油ガ
ス保安規則例示基準の第１節（境界線・警戒標識）、第５３節（充てん容器等の移動時
に携行する消火設備並びに資材等）、第５５節（充てん容器等の転落、転倒等を防止す
る措置（移動））をご参照ください。

違反した場合３０万円以下の罰金が課せられますので十分ご注意ください。

○液石則４９条（移動の基準）関係

車両に積載して移動する液化石油ガスを充塡した容器についての技術上の基準（警戒標の
掲示、消火設備の携行、イエローカードの携帯等）の適用除外は、現行制度では、内容積が２
０リットル以下の容器を積載した車両であって、内容積の合計が４０リットル以下であったが、
今回の改正によって、内容積が２５リットル以下の容器を積載する車両であって、内容積の合
計が５０リットル以下に緩和された。



特定液化石油ガス設備工事事業者の証明

46



特定液化石油ガス設備工事事業者の証明
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バルク貯槽２０年検査

48出典：日本エルピーガスプラント協会

ＭＡＸ：２０２４年

２０１８年



ＬＰガス料金の公表（ＬＰガス料金の公表状況調査結果による）

全国 島根県

料金を公表している事業者（平成２９年３月１３日時点） 5,362 33

平成２９年７月までに公表予定の事業者 779 11

平成２９年１２月までに公表予定の事業者 750 7

平成３０年３月までに公表予定の事業者 1,427 13

平成３０年４月以降 360 2

合 計 8,678 66

49

調査対象数：全国（18,568件）、島根県（108件）

有効回答数：全国（12,003件）、島根県（85件）

※１． ＨＰによる公表：全国（244件）、島根県（4件）

公表済み＋公表予定の事業者：全国（69.3％）、島根県（77.6％）

※２． 公表済み＋公表予定の事業者の割合は、有効回答数が分母



平成２９年度ＬＰガス消費者保安月間

【実施重点項目（経済産業省からの要請事項）】

１．業務用消費者に対して、ＣＯ中毒事故防止、燃焼器具の適切な使用方法
及び業務用換気警報器・ＣＯ警報器の設置促進に重点を置いた周知の徹底
を図る。昨年８月、学校、福祉施設等において、オーブン等の業務用調理機器
を使用する場合のＣＯ中毒事故が発生していることから、調理等を行う際は、
不完全燃焼によるＣＯ中毒事故に十分注意すること。特に業務用施設等の使
用者、所有者に対してＣＯ警報器及び業務用換気警報器の設置を促進するこ
と。

２．一般消費者等に対して、ＬＰガス販売事業者等が行っている保安業務の内
容及び消費機器の維持管理方法、ＣＯ中毒事故防止対策、ガスが漏えいした
場合の適切な対処方法を周知する。

50

毎年１０月は「ＬＰガス消費者保安月間」です！



平成２９年度ＬＰガス消費者保安月間

【実施重点項目（経済産業省からの要請事項）】

３．ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の防止対策では、機器の事故防止
対策として自動切替式調整器の予備側にＬＰガス容器を接続せずにガスを
供給したことを原因とするガス漏洩事故が発生していることから、ＬＰガス容器
を1本のみ接続して使用する場合は、予備側の高圧ホースを外してプラグをは
めるなどの改善を行うこと。

４．高齢者及び一人暮らしの消費者に対してＬＰガス設備を安全に使用するた
めの保安啓発を行う。

５．熊本地震を踏まえ、災害発生時における保安確保のための具体的な取組
について本年９月に「ＬＰガス災害対策マニュアル」を改訂しており、災害発生
時においては同マニュアルに基づいた取組を着実に実施すること。
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52（株）日豊の社告

当該製品については、平成29
年8月25日に東京都内におい
て、上記製造不良に起因する
ＬＰガスの漏えい事故が発生
しています。
つきましては、所管の液化石
油ガス販売事業者及び簡易ガ
ス事業者に対し、当該製品を
設置している場合は速やかに
点検を実施し、必要に応じて
同社に照会する、交換するな
ど、所要の措置を講じるべき
旨注意喚起をお願いいたしま
す。
また、今後、当該製品におい
て、金具部のホースの抜けが
原因と推定される類似のＬＰ
ガス事故等の報告があった場
合は、その旨を付記して、速
やかに事故速報を関係各署あ
て提出下さい。


